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自己紹介 経歴

1960年横浜生まれ、昭和61年４月建設省下水道部に入省、その後、滋賀県下水

道課長、日本下水道事業団計画課長、国土交通省下水道部下水道事業調整官、
流域管理官、下水道事業課長等を歴任し退職、(株)日水コン・技術統括フェローを

経て、令和二年４月より東京大学大学院都市工学専攻下水道システムイノベーショ
ン研究室特任准教授 博士(環境科学・東北大学)

東北大学特任教授(客員) 中央大学研究開発機構・教授

主な著書
〇上下水道事業のPPP/PFIの制度と実務
〇下水道イノベーションセミナー@本郷 講演集
〇コンセプト下水道
〇コンセプト下水道2

〇フランスの上下水道経営 代表執筆者2020.5

〇新しい上下水道事業 再構築と産業化 2018.8.

〇3.11東日本大震災を乗り越えろ「想定外」に挑んだ下水道人の記録2013.2
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横浜の下水道のここがすごい

「横浜市下水道浸水対策プラン」に基づく浸水対策の強化

資源エネルギー活用やDXへの取り組み・・・将来の姿は？

横浜ウォーターの存在、地元管路会社など取り巻く組織の充実
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埼玉県・八潮市の道路陥没～下水管の老朽化の関連の可能性～

忍び寄る危機
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下水道の設置年度別の管路延長:総延長は49万km 
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なぜ、官民連携PPPへ舵取りするのか？
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広域化

省エネ

資源利用PPP

三 位 一 体

DXによる
効率化・統合
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横浜の2050カーボンニュートラル目標
を長期PPPで実現する

世界最先端の

省エネ技術

効率的エネルギー

回収と流通

DXで水処理・汚泥
処理の広域化・無人化
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下水道の事業主体は市町村
(流域下水道のみ都道府県)
※民間ではない

下水道法三条

第三条 公共下水道の設置、改築、修繕、維持
その他の管理は、市町村が行うものとする。
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PPPにより民間事業が主役に
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〇複数年契約で、
〇やり方は自由に

(ただし、一定の成果を求める)

民間に任せる

「包括的民間委託」

仕様規定⇒性能規定へ
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荒尾市 経営権の維持

民間に包括
委託

公共性を担保しつつ最大限に民間を活用できるモデル
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水道の管理に関する技術上の業務に対し
第三者委託を設定（水道法第24条の3）

荒尾市・水道(最も民間に任せた包括)
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法律上の責任と施設の所有権は自治体の
ままでも、運営権まで民間に渡す

→コンセッション

単年→20～30年契約



地方公共団体 PFI事業者

運営権設定

料金支払

運営権

金融機関
投資家

対価支払

抵当権設定

施設
所有権

融資
投資

サービス提供

利用者
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PPPの類型
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浜松市におけるコンセッション導入について

19

＜事業概要＞
人口：80.6万人
対象事業：処理場（1箇所）・ポンプ場（2箇所）（西遠処理区＝浜松市内最大処理区）

の維持管理・機械設備改築更新
事業期間：20年間

＜運営権者＞
浜松ウォーターシンフォニー株式会社
（ヴェオリア・ジャパン、ヴェオリア・ジェネッツ、JFEエンジニアリング、
オリックス・須山建設・東急建設が設立した特別目的会社）

浜松市

西遠浄化センター

阿蔵中継ポンプ場

浜名中継ポンプ場

西遠処理区

平成25年度 導入可能性調査

平成26年度 デューデリジェンス実施

平成28年2月
下水道条例の一部改正案提出
下水道条例改正
実施方針の策定

平成28年4月～ 西遠流域下水道移管（包括的民間委託）

平成28年5月 事業者公募

平成29年10月 運営権設定・実施契約締結

平成30年4月 コンセッション事業開始

＜事業対象施設の位置図＞ ＜スケジュール＞
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► ,内製化・・・・研修と 地元企業

電気代・・・・入札と省エネ機器

人件費・・・業務改善・施設統合と研修

※GKPチーム市民科学HPより引用

市民との交流

20年という長期契約、効率追求、責任感
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• 体制の強化・効率化の効果を得るためには一定以上の事業規模が必要

 ① 直接運営（実体を保有するSPC）の実現

  ・・・・ 株主企業各社の人材・ノウハウを共有、一体感・強固なガバナンス

 ② 運転・保守人員の効率的な配置（業務の統合・共通化）

・・・・ 広域管理体制の構築、統合型広域監視制御システムの構築

21

◼ 9事業バンドリングのメリット

東大WEBセミナー酒井氏資料宮城県・上下工水一体・広域型コンセッション
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三浦市下水道コンセッション(処理場・管路含むフルコンセッション)
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「包括的民間委託レベル1～3」の効果について
定量的な分析はほぼないが

→インタビュー等からの課題

●期間が短い・・投資回収、雇用、
人材育成

●建設と管理がバラバラで非効率

⇒とはいうものの、
運営権を渡す「コンセッション」はハードルが
高い 23
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地元企業の活用
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PPPの先進国・フランスの状況

水道>下水道

大都市>中小都市

期間は12年程度
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ボルドー市上下水道部長の分析
戦略的に民間活用

ガバナンス、透明性、管理

リスクの分担（民間は複数の企業で分担）

資産管理

利用者（市民）との関係性

トランジッションマネジメント

（変化への対応力）

サービスの品質と継続性

資源経済と持続的な発展

料金水準の管理

経済的サービス、現金の必要性、サービ
スのコスト

研究開発と革新的能力

人材

官民連携 公共単独 32



SIAAP 広域的下水道組合※横浜市下水道河川局と協定
パリ市を含む約300 自治体、人口約900 万人を行う自治体同士で設置した組
合(組合周辺の自治体事業も受託)
※水道について: パリ市は100% パリ市出資の地方独立行政法人のオード・パリ、
パリ市周辺の約150の市町村は広域水組合SEDIF が事業主体(Veoliaへコンセッション)
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●官民会社(SEMOPである)Sivalの出資比率は60% が
ヴェオリア、40%がSIAAP

●ただし、トップはSIAAP:官に所有権があり発注者であること

SIAAPは官民会社Sivalへコンセッション契約
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ドイツ150年の官民融合組織で地域経営
(民法上の会社組織かつ自治体条例に基づく事業体

コンセッション
契約など

※水道公論 第56巻第8号 調査報告「分野横断型の連携モデル」EY関 東大・加藤より引用

※社長は民間公募が一般的

シュタットは
50%以上が要件
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PPPを追い風に
官×民 融合組織

の躍進
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東京下水道サービス株式会社TGS
北九州ウォーターサービス

官100%
クリアウォータOSAKAー株式会社   大阪市
横浜ウォーター株式会社 横浜市

群馬東部水道サービス株式会社など

水みらい広島

ワンあきた

変化に強く官民連携時代に合理的
台頭が期待される官民出資会社の例



会社名 官側出資（割合・
主体）

民側出資 社長の
出身

株式会社水みらい
広島

約38％（広島県・呉市） 水ing 民間出身

株式会社ONE・
AQITA

51％（秋田県・市町村） 日水コン、秋田銀行、友愛ビル
サービスG

自治体出身

株式会社北九州ウ
ォーターサービス

54％（北九州市） 安川電機、メタウォーター、西
日本シティ銀行、福岡銀行、九
電工、北九州銀行

自治体出身

株式会社群馬東部
水道サービス

51％（群馬東部水道企
業団）

明電舎、GCC自治体サービス
、クボタ

民間出身

横浜ウォーター株
式会社

100％（横浜市） ― 民間・自治体

クリアウォーター
OSAKA株式会社

100％（大阪市） ― 自治体出身

東京都下水道サー
ビス株式会社

50％（東京都） 下水道設備協会、保険・銀行な
ど

自治体出身

国内官民会社の出資構成等
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市の出資割合と行使できる権限
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マネジメント支援

技術者研修

国際プロジェクト

横浜ウォーター株式会社

自治体100％出資

× 上下一体運営
＝ 他にはない存在（国内唯一）

国内上下水道事業
アドバイザリー

⚫ 自治体向けは、東北・関東・東海地方を中心に、経営計画、アセット
（ストック）マネジメント、技術継承、PPP/PFIなどのアドバイザリ
ーを幅広く提供し、上下水道事業運営をサポート

⚫  アジア、アフリカなどの途上国を中心に、上下水道事業運営ノウハウを活
用し、人材育成型や課題解決型の技術協力プロジェクト、資金協力
プロジェクト、JCMプロジェクトなどを活動

⚫ 自治体向けには、履行監視、経営計画などPDCAに係る包括アドバイザリー
を実施。横浜市水道局向けには 給水装置審査・完了検査や設備保全シス
テム関連、マニュアル整備、整備環境創造局向けには 下水道台帳デー
タベース化業務、工事監督支援などを受託。又、業務改善や技術継承に資
する電子申請システム等のシステム開発・サービス提供も実施。

⚫ 水道事業体及び民間事業向けに、水運用、配水管技術、漏水調査・修繕、
給水装置、施工監理などの水道技術者研修を提供し、事業体等における技術継
承に寄与。現在、オンライン研修も配信スタート。

https://yokohamawater.co.jp
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クリアウォーターOSAKAの紹介

クリアウォーターOSAKAは、大阪市100％出資により2016年に設立

会社設立

大阪市

100％出資

技術・経験
・
ノウハウを
持つ社員 クリアウォーターOSAKAは、大阪市下水道事業で培われた

「下水道行政の知識・経験」「技術・ノウハウ」をもとに

●下水道経営上の課題抽出と対策提案や事業化支援

●下水道事業の発注者支援や運営支援 といった

トータルマネジメントを行い、全国の地方公共団体を支援します！

2017年

本格的な事業
を開始

大阪市下水道施設
包括的管理を実施

2022年

大阪市との
長期契約を締結

20年間の長期契約を締結

⚫ 下水道事業団と連携
協定の締結

⚫ 他都市の包括的管理
業務を受託

⚫ B-DASH業務を受託

上下水道一体の
取組を強化

OWGSとの
連携協定の締結

2023年2016年 2025年

下水道協会との
連携協定の締結

中小自治体の
DXを推進
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大阪市維持管理の随意契約、2022～20年3,000億円
※いずれ建設もありうる？ 他地域の水道も

幅広い人材確保(大阪市周辺の大都市、企業幹部など)

近畿中心に全国展開(JSと連携・下請けも、市外は水道も)

自治体出資100のメリットと課題
・市の外郭団体統一ルールの縛・退職年齢など
・自治体に信頼される。民間とは、地域や業務内容に応じて適切な企業と組む
・JSも官100だから組める

大阪市との一体性がモットー
・現場職員中心に7割は転籍者、派遣されたままプロパー希望者も
・社外取締役、株主会、発注者の全てが大阪市の建設局
・あらゆるランクの情報交換会で市の公権力行使とCWO現場業務の協力体制
・雨の管理も行うので非常時の体制や、大都市災害ルールにも参画
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オープン・イノベーション
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県外ビジネスの立役者はDX力

横須賀市
下水管のつまり、市民
対応など
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人事交流(アフター5含め)

最優先は県内実績、
そして県外営業
※県外での顔は官

収益への考え方
50



秋田モデル全県型

51



官と民の強みについて

民間
〇広域性、収集力・他分野への流通力

〇経営感覚・コスト意識、ESGで株価等
〇先端技術 おまけ的ビジネス 流通力
〇スピード感、縦割りが低い？

官・自治体
〇市民からの信頼感
〇地域密着度
〇組織の持続性
〇他分野含めた総合政策
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利益確保

品質確保
優しい料金

Affordability確保

魔法の三角形
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市民のために、
戦略的に民間を活用しよう
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